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概要 

4K や 8K といった超高精細度テレビジョンが効率的に伝送可能な次世代の衛星・地上放送の方式開発が求められてい

る。方式開発に向けた要素技術として、衛星放送に関する干渉/歪み補償技術、地上放送に関する伝送容量拡大技術、周

波数有効利用のための SFN 技術、超高精細度映像を複数の解像度で受信可能とする効率的な圧縮符号化技術、MMT 多

重化技術などを確立した。SFN 技術や MMT 多重化技術などは実環境での伝送実験を実施し、その有効性を確認した。 

 

Abstract 

It is required to develop next generation satellite / terrestrial broadcasting system which can efficiently 

transmit ultra high definition video such as 4K or 8K. As fundamental technologies for the system development, 

interference- and distortion-compensation technologies for satellite broadcasting, large capacity transmission 

technology for terrestrial broadcasting, SFN technology to encourage effective utilization of frequency, high 

efficiency compression technology to receive multiple resolution ultra high definition video, MMT multiplexing 

scheme have been developed. A transmission experiment in an actual environment demonstrated the feasibility of 

the SFN technology and MMT multiplexing scheme. 

 

１．まえがき 

放送分野において、現行の高精細度テレビジョン放送

（2K）を飛躍的に超える画質向上に資するための映像関

連技術に係る標準化などが進展している。平成24年（2012

年）8 月、国際電気通信連合の無線通信部門（ITU-R）で

は、4K・8K の解像度を持つ超高精細度映像によるテレビ

ジョン放送の映像形式に関する国際標準化がなされた。ま

た、4K に対応したテレビジョン受信機をはじめとして、

カメラ、ディスプレイ、プロジェクタなどの製品化なども

急速に進んでいる。 

 超高精細度映像によるテレビジョン放送については、平

成 25 年 5 月、超高精細度映像による放送サービスや受信

機の実用化・普及に関するロードマップが総務省を中心に

策定され、ロードマップに従い、平成 28 年 8 月には、衛

星放送による 4K・8K 試験放送が開始されている。 

 このような状況を踏まえ、超高精細度テレビジョンが可

能な衛星・地上放送に関する研究開発を、さらに加速させ

る必要がある。本研究開発では、衛星の干渉/歪み補償技

術、伝送容量拡大技術、周波数有効利用のための中継技術、

映像圧縮技術、多重化技術などを研究・開発し、限られた

放送用周波数帯域内での 4K・8K 放送の実現に向け要素

技術を確立する。 

 

２．研究内容及び成果 

 本研究開発では、現行の高精細度テレビジョン放送に比

較して、極めて大容量となる超高精細度映像の伝送を衛星

デジタル放送（BS）により実現するため、衛星中継器で

生じる非線形特性の务化を抑制するとともに、高能率変調

方式を適用した場合の受信信号を改善する「衛星伝送歪み

補償技術」などを確立する。 

また、現行の地上デジタル放送に「偏波 MIMO 伝送技

術」や「超多値 OFDM 技術」などを用いることで、限ら

れた地上放送用周波数帯域において周波数利用効率を格

段に高めた超高精細度地上放送システムの実現に必要な

伝送基盤技術を確立する。 

さらに、衛星又は地上放送により、解像度の異なる 2

つ以上の超高精細度映像を合わせて伝送する際に、伝送路

の負担を極力低減するための新たな高圧縮・伝送効率向上
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技術を確立するととともに、伝送路特性に応じてパラメー

タの最適化を図る技術を確立する。 

以上の技術開発を行うことで、超高精細度衛星・地上放

送の伝送基盤技術の確立を早期に実現する。 

2.1 節では、衛星放送に関する干渉/歪補償技術を、2.2

節では、地上放送に関する伝送容量拡大技術を、2.3 節で

は、超高画質圧縮伝送技術を、2.4 節では、次世代多重化

技術について述べる。 

 

２．１ 衛星放送に関する干渉／歪み補償技術 

図 1 に 12GHz 帯衛星放送の概要を示す。衛星放送は、

地球局からアップリンクされた信号を中継器で受信・増幅

し、サービスエリアに向けて送信する。アップリンク周波

数は 17GHz 帯、ダウンリンク（放送）周波数は 12GHz

帯である。衛星中継器の主な構成要素は、受信アンテナ、

受信機（周波数変換）、入力マルチプレクサフィルタ（以

下、IMUX フィルタ）、増幅器、出力マルチプレクサフィ

ルタ（以下、OMUX フィルタ）、送信アンテナである。衛

星放送は、開口径 45cm のアンテナで十分なサービス時間

率を確保できるようにシステムが設計されている。そのた

め、放送衛星には 100W 級の進行波管増幅器（以下、

TWTA）が搭載され、飽和に近い動作点で運用されている

ことから、衛星中継器の入出力特性は非線形となる。 

17GHz 12GHz

O
TWTA

 
図 1 12GHz 帯衛星放送の概要 

 

超高精細度テレビジョン衛星放送の伝送方式である

ISDB-S3 では、変調方式として 16APSK（符号化率 7/9）・

ロールオフ率 0.03 を採用し、1 中継器あたりの情報レー

トは現行衛星放送の 52.8Mbps から約 100Mbps に拡大し

た。16APSK は、位相と振幅の組み合わせで変調するこ

とから、現行衛星放送で採用されている 8PSK に比べ、

衛星中継器の非線形特性による伝送性能の务化が大きい。

そこで、本研究開発では、高い線形性を有する増幅器を放

送衛星中継器に適用することで、衛星伝送における非線形

特性に起因する信号の歪みを抑えるとともに、衛星中継器

の非線形特性の逆特性を利用した適応等化技術を確立す

ることで、16APSK の衛星伝送性能を向上させることを

目標とした。研究開発の項目、内容、目標をまとめて表 1

に示す。 

 

① 高線形性増幅器の開発 

現在、放送衛星中継器の増幅器には高出力の観点から

TWTA が用いられている。一方、12GHz 帯衛星搭載用の

高出力固体増幅器を実現できれば、固体増幅器（以下、

SSPA）は一般的に線形性が高いため、信号の歪みを低減

できる可能性がある。そこで、本研究開発では、12GHz

帯衛星搭載用 SSPA を試作し、入出力特性などの電気性能

を評価した。 

表 1 衛星放送に関する干渉／歪み補償技術の研究開発 

項目 内容 

高線形性増幅器の開発 
12GHz 帯衛星搭載用固体増

幅器（SSPA）の試作・評価 

衛星中継器の逆特性を

利用した適応等化技術

の開発 

適応等化技術の確立、試作受

信機による性能評価 

衛星伝送特性の検証 
試作 SSPA による 16APSK

の伝送特性評価 

目標：進行波管増幅器（TWTA）と比較して、16APSK 

の伝送性能を 1dB 改善 

 

図 2 に、高線形性増幅器の構成を示す。リニアライザ、

ドライバアンプ、最終段の高出力 SSPA（以下、高出力ア

ンプ）を接続する構成とした。高出力アンプの出力電力は、

現行の放送衛星に搭載されている TWTA と同等の 100W

以上を目標とした。 

 

100W  
図 2 高線形性増幅器の構成 

 

図 3 に試作したドライバアンプを示す。12GHz 帯にお

ける電気性能の向上を図るため、ゲート長を 0.15mm に短

縮した GaN トランジスタを新規に開発した。ゲート長の

短縮化により、トランジスタは 25GHz まで安定動作し、

2 倍の高調波成分の制御による高効率化が可能となった。

ドライバアンプは、12 セルの GaN トランジスタを 4 合成

して試作した。図 4 にドライバアンプの入出力特性と電力

付加効率を示す。出力 65W、効率 39%で動作することを

確認した。 

26.4mm

17.4mm

 
図 3 試作したドライバアンプ 
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図 4 ドライバアンプの入出力特性および電力付加効率 

 

図 5 に試作した高出力アンプを示す。高出力アンプの試

作では、16 セルの GaN トランジスタ（ゲート長 0.15mm）

を 4 合成し、出力電力の向上を図った。また、トランジス

タのパラメータの 1 つであるゲート幅の拡大でも出力を

向上できる。そこで、60mm と 80mm のゲート幅のトラン

ジスタを用いて増幅器を試作・評価し、ゲート幅を高出力
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が得られる 80mm に決定した。図 6 に高出力アンプの入

出力特性と電力付加効率を示す。出力 120W、効率 31%

であり、目標値（出力 100W 以上）を達成した。 

28.6mm

17.4mm
 

図 5 試作した高出力アンプ 
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図 6 高出力アンプの入出力特性および電力付加効率 

 

② 衛星中継器の逆特性を利用した適応等化技術の開発 

図 7 に示す適応等化器は、従来技術による後段等化部と、

提案方式である衛星中継器の入出力特性（AM-AM 特性、

AM-PM 特性）に基づき等化処理を行う前段等化部により

構成した。この適応等化器を実装した受信機（図 8）を試

作し、16APSK の伝送性能を評価した。なお、実験では、

衛星中継器を模擬した伝送路として、12GHz 帯中継器シ

ミュレータを用いた。 

※

O

ÅAM-AM

ÅAM-PM

※ 12GHz IMUX TWTA OMUX  
図 7 適応等化器の概要 

 

 
図 8 試作した受信機 

 

 図 9 に、16APSK（符号化率 7/9）の C/N 対ビット誤り

率（BER）特性を示す。本稿では、BER は 1×10-8 まで

測定し、ARIB STD-B44 記載の算出方法により所要 C/N

（BER=1×10-11）を求めた。図 9 より、提案方式の等化

器を用いることで、従来型等化器よりも所要 C/Nが 0.3dB

改善することを確認した。 
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図 9 適応等化器の評価結果（C/N 対 BER 特性） 

 

③ 衛星伝送特性の検証 

図 10 に、衛星伝送特性の検証用に構築した実験系統の

概要を示す。試作した高線形増幅器を用いて 16APSK（符

号化率 7/9）の BER 測定を行い、TWTA を用いた場合と

比較した。IMUX フィルタ、TWTA、OMUX フィルタは

12GHz 帯中継器シミュレータを使用した。リニアライザ

とドライバアンプの間には、レベル調整用に既存の線形プ

リアンプを挿入した。 

 

BER

16APSK

(7/9)

OMUXIMUX
TWTA

 
図 10 実験系統の概要 

 

図 11 に C/N 対 BER 特性を示す。開発した高線形性増

幅器を用いることで、TWTA と比較して 16APSK の伝送

性能が 1.1dB 改善することを確認し、目標（1dB 改善）

を達成した。 
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図 11 高線形性増幅器の評価結果（C/N 対 BER 特性） 

 

２．２ 地上放送に関する伝送容量拡大技術 

本節では、地上放送に関する伝送容量拡大技術について

述べる。 

地上波による超高精細度テレビジョン放送の実現に向

け、熊本県人吉地区に実験試験局を設置して、偏波 MIMO

（Multiple-Input Multiple-Output）技術、超多値 OFDM

技術および LDPC 符号と BCH 符号を連接する誤り訂正
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技術を使用した 8K 地上伝送実験を実施した。その結果、

91.8Mbps に圧縮した 8K 映像信号を、UHF 帯の 1 チャ

ンネル（6MHz 帯域幅）で誤りなく長距離伝送（27km）

することに世界で初めて成功した。また、地上波による超

高精細度テレビジョン放送の実現には更なる周波数利用

効率向上が必要であるため、2 種類の次世代 SFN（Single 

Frequency Network）技術の実験を実施し、それらの改

善効果を確認した。ここでは、これまで実施した伝送実験

のうち、次世代 SFN 技術、多地点エリア測定および超高

画質圧縮伝送技術と組み合わせた総合接続試験について

述べる。 

 

① 伝送パラメータと実験試験局の送信諸元 

表 2 に野外実験で用いた伝送パラメータを、表 3 に実

験試験局送信諸元を示す。 

表 2 伝送パラメータ 

変調方式 OFDM 

占有周波数帯域幅 5.57MHz 

キャリア変調 256QAM, 1024QAM, 4096QAM 

FFT サイズ 32k（キャリア総数 22,465 本） 

ガードインターバル比 1/32（126 msec） 

誤り訂正符号 内符号: LDPC（r=3/4）、外符号: BCH 

伝送容量 

91.8Mbps （4096QAM, r=3/4） 

76.5Mbps（1024QAM, r=3/4） 

61.2Mbps （256QAM, r=3/4） 

注：r は符号化率を表す。 

表 3 実験試験局の送信諸元 

 人吉実験試験局 水上実験試験局 

送信周波数 671.142857MHz （UHF 46ch） 

送信出力 

ERP 

水平 10W, ERP140W 

垂直 10W, ERP135W 

水平 3W, ERP25W 

垂直 3W, ERP25W 

送信高 海抜 632m 海抜 1080m 

 

② 次世代 SFN の実験 

図 12 に次世代 SFN 実験の伝送モデルと次世代 SFN 技

術の復号処理の概要を示す。伝送するデータキャリアシン

ボル（S0,S1,S2,S3）は、A 局では水平偏波で（S0,S2）

を、垂直偏波で（S1,S3）を送信する。現状の地上デジタ

ル放送で使用されている SFN 技術（従来 SFN）では、A

局と B 局の信号が同じであるため、双方が同じレベルで

受信される地点では互いに信号を弱め合う周波数と強め

合う周波数が生じ、受信品質が务化するケースがあった。 

上記課題を解決するために、A 局と B 局の同一偏波間

で時空間ブロック符号を構成する次世代 SFN 技術を検討

した。OFDM システムでは、時間方向と周波数方向、 そ

れぞれ隣接するデータキャリアシンボルを組としたブロ

ック符号化が考えられるため、双方の符号化について試作

装置に実装した。時間方向に符号化する STC （Space 

Time Coding）-SFN では、図 12(b)に示すように水平偏

波で送信する時間方向に並んでいるデータキャリアシン

ボル（S0,S2)を組として符号化し、A 局からは（S0,S2）

を、B 局からは（-S2*、S0*）を送信する（*は複素共役）。

垂直偏波で送信するデータキャリアシンボル(S1,S3)も同

様に時間方向で符号化して送信する。一方、周波数方向に

符号化する SFC （Space Frequency Coding）では、図

12(c)に示すように水平偏波で送信する周波数方向に並ん

でいるデータキャリアシンボル（S0,S2)を組として符号化

し、A 局からは（S0,S2）を、B 局からは（-S2*、S0*）

を送信する。垂直偏波で送信するデータキャリアシンボル

(S1,S3)も同様に周波数方向で符号化して送信する。次世

代 SFN 技術を用いた場合、A 局と B 局の送信信号が符号

化されているので、受信点で双方が同じレベルで受信され

ても、互いに信号を弱め合う周波数が生じない。 

受信側では、図 13 に示す SP（Scattered Pilot）信号か

らチャネル応答を算出し、受信信号とチャネル応答を用い

た線形処理によって、互いに干渉することなく、A 局と B

局の送信信号を復号している。 

上記技術を使用することで送信ダイバーシチ効果が得

られるため、A 局と B 局の受信電力比が小さい地点にお

いて、受信品質の向上が期待できる。そこで、フィールド

における伝送特性を評価した。図 14 は、実験試験局（A

局：人吉局、B 局：水上局）と測定地点の位置関係を示し

た図、図 15 は、受信信号の一例である。本実験では、各

地点にて受信アンテナの直下に挿入した可変抵抗減衰器

で受信装置への入力電力を減衰させ、受信装置がエラーフ

リーで受信できる最小の入力電力を所要電力として従来

SFN と次世代 SFN で比較した。なお、人吉局の送信出力

を 10W、3W、1W と変えて送信し、各地点において A 局

と B 局の受信電力比が異なる 3 データを取得した。図 16

は、キャリア変調 256QAM における各地点の従来 SFN

と次世代 SFN の所要電力差を示す。これより、次世代

SFN は従来 SFN よりも所要電力が小さく、その傾向は A

局と B 局の受信電力比が小さいほど大きく、所要電力差

は受信電力比が 5~12dB の地点において約 2dB であるこ

とがわかる。また、STC-SFN と SFC-SFN を比較すると、

両者は同等な改善効果である。 
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（b）STC-SFN の復号処理 （c）SFC-SFN の復号処理 

図 12 次世代 SFN 技術の概要 
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図 13 SP パターン 
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図 14  次世代 SFN の実験地図 

 

     
（a）次世代 SFN 送信時    （b）従来 SFN 送信時 

図 15 受信信号の例 

 

 

全25データ
主波とSFN波の受信電力比が

5～12dBの範囲

STC-SFNの改善効果 平均 1.8dB 平均 2.0dB

SFC-SFNの改善効果 平均 1.8dB 平均 2.0dB
 

図 16 次世代 SFN の改善効果 

 

③ 多地点エリア測定 

地上波による超高精細度テレビジョン放送を実現する

際に必要となる回線設計に資する基礎データの取得を目

的に、人吉地区の 82 地点で所要電界強度などの受信特性

を測定した。測定地点を図 17 に示す。なお、本実験は、

人吉実験試験局のみを送信して実施した。 

図 18 は、82 地点における、水平偏波と垂直偏波の電界

強度の関係および伝搬距離と電界強度（水平偏波と垂直偏

波の平均値）の関係を示したものである。図 18 において、

●は 4096QAM がエラーフリーで受信可能であった地点、

■は 4096QAM がエラーフリーで受信不可であった地点

を示す。また、実線は自由空間電界強度（E0）を示す。

これより、実施した 82 地点のうち、65 地点で 4096QAM

が受信可能であった。なお、電界強度の測定値と計算値に

大きく差がある地点は、地形や建物などの遮蔽を受けてい

ることなどを示している。 

4096QAM が受信可能であった 65 地点において、所要

電界強度を測定した。ここで所要電界強度は、各変調方式

において受信できる最小の電界強度の時の水平偏波と垂

直偏波の平均値とした。この結果、65 地点における

4096QAM の所要電界強度の中央値は 54.3dBmV/m であ

った。表 4 は、4096QAM と同様に 1024QAM、256QAM

における所要電界強度と受信可能であったサンプル数を

示したものである。 

図 19 は、82 地点における、水平偏波と垂直偏波のレベ

ル差を 0.5dB 間隔で集計した場合の頻度分布を示す。こ

れより、レベル差が±1.25dB 以内で全体の 50%を、レベ

ル差が±3.75dB 以内で全体の 90%を占めている。 
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図 17 多地点エリア測定の測定地点 
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図 18 多地点エリア測定の結果 

 

表 4 所要電界強度と受信可能地点数 
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図 19 水平偏波と垂直偏波のレベル差の頻度分布 

 

④ 総合接続試験 

本節の「地上放送に関する伝送容量拡大技術」で開発し

た次世代 SFN 技術を組み込んだ変復調装置と、2.3 節の

「超高画質圧縮伝送技術」で開発した映像符号化装置とを

変調方式 4096QAM 1024QAM 256QAM 

所要電界強度の

中央値[dBmV/m] 

54.3 

（53.5-61.1） 

49.0 

（48.2-55.7） 

44.2 

（43.2-54.1） 

受信可能地点数 65 地点 69 地点 71 地点 

全体の 50% 
全体の 90% 
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組み合わせた次世代地上放送デモ（総合接続試験）を、平

成 28 年 11 月に人吉地区で実施した。 

人吉実験試験局、水上実験試験局の双方の電波が到来す

るあさぎり町の施設「農村女性の家」に実験会場を設けた。

両局から従来 SFN と次世代 SFN を切り替えて送信し、

それぞれの受信特性を比較するデモを実施した。また、

HEVCで圧縮された 8K映像信号とMPEG-4 AACで圧縮

された音声信号を両実験試験局から次世代 SFN で送信、

実験会場で受信・復号して 85インチ 8K LCDで表示した。

なお、総合接続試験に使用した変調パラメータは、

4096QAM、STC-SFN とした。また、受信アンテナ方向

を水上局として実施した。そのときの、受信信号の 2 局間

の受信電力比は、5.7dB（水平偏波）および 11.5dB（垂

直偏波）であった。 

図 20 に総合接続試験時における次世代 SFN 実験の評

価手順を示す。単局送信時の所要電界強度は 56.1dBmV/m

である。従来 SFN における 2 局送信時の所要電界強度は

59.5dBmV/m となり、単局送信時より 3.4dB 务化したこ

とがわかる。そして、次世代 SFN による 2 局送信時の所

要電界強度は 57.8dBmV/mとなり、従来 SFNに比較して、

1.7dB 改善されたことがわかる。 

図 21 に総合接続試験に使用した機器を示す。本実験に

おいて、SFN 環境下で 8K 映像が安定して伝送できるこ

とを確認した。 
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図 20 総合接続試験時の次世代 SFN 評価手順と改善効果 

 

  
（a）復調装置ほか      （b）HEVC デコーダ,8K LCD 

図 21 総合接続試験に使用した機器 

 

２．３ 超高画質圧縮伝送技術 

本節では、超高画質圧縮伝送技術の研究開発について述

べる。 

最新の国際標準符号化方式である HEVC/H.265（High 

Efficiency Video Coding）が ISO/IEC と ITU-T の共同開

発グループ JCT-VC（Joint Collaborative Team on Video 

Coding）により平成 25 年（2013 年）に標準化された。

HEVC/H.265 方式の技術は、従来の映像符号化方式であ

る MPEG-2 や AVC/H.264 と同様の動き補償と直交変換

を組み合わせたハイブリッド方式であるが、符号化ブロッ

クサイズの拡大と四分木構造による柔軟なブロック分割、

画面内予測方向の拡張とフィルタ処理の導入など、個々の

符号化ツールの改善や追加によって符号化効率を向上さ

せている。これにより、HEVC/H.265 は AVC/H.264 の約

2 倍、MPEG-2 の約 4 倍の符号化性能を達成している。

平成 26 年以降、HEVC/H.265 の拡張規格が標準化され、

4:2:2 及び 4:4:4 の色信号フォーマット、最大 16 ビットの

ビット深度、スケーラブル符号化 SHVC（Scalable High 

efficiency Video Coding）などが追加された。さらに、

HEVC/H.265 の次の世代の新しい映像符号化方式の検討

も開始された。 

解像度の異なる複数映像の圧縮符号化技術としては、上

述のスケーラブル符号化のうちの空間スケーラブル符号

化機能が存在するが、解像度の異なる映像間での予測残差

が大きくなり、符号化効率が低下するという課題がある。

例えば、低解像映像と、その水平垂直 2 倍の高解像映像を

符号化する場合、高解像映像のみを符号化する場合に比べ

て 20%程度の情報量が増大する。符号化すべき残差は、

低解像度映像において失われたナイキスト周波数を超え

る高周波成分に相当する。低解像映像の伝送帯域内で高解

像映像伝送を実現するためには、符号化効率が低下した状

態でさらなる高圧縮を行う必要があり、量子化パラメータ

（圧縮率）を大きく設定する必要がある。その結果、高周

波成分がさらに失われ、顕著なブロック歪みなどの画質务

化が生じる。 

このような課題を解決するため、低解像映像における高

周波成分損失を受信側で補完することにより、複数の異な

る解像度を持つ超高精細度映像の高画質・高圧縮伝送を実

現する技術の研究開発を行った。 

平成 26 年度は、低解像映像で失われた超ナイキスト周

波数成分を超解像復元技術によって補完し、高解像映像を

生成する超解像予測処理装置を開発した。具体的には、装

置を実現する技術である送信側における解像度削減と受

信側における超解像復元、ならびに超解像復元を最適に行

うための送受信間での制御方法を開発し、これらの技術の

正当性を主観評価実験により検証した。 

この超解像予測処理装置は、低解像映像で失われた超ナ

イキスト周波数成分を超解像技術によって補完し、高解像

映像を高精度に予測するものである。本装置を実現する技

術は、送信側における解像度削減と受信側における超解像

復元、ならびに超解像復元を最適に行うための送受信間で

の制御からなる。4K 映像の伝送帯域で 8K 映像を受信す

るために、送信側で 8K 映像を 4K 映像の解像度に削減し

た後に HEVC/H.265 方式で符号化する。画素数が 1/4 に

削減されるため、符号化の圧縮率が緩和され、低ビットレ

ート符号化において8K映像を直接圧縮符号化するよりも

务化の発生が抑制される。受信側で復号された映像は 4K

解像度であるため、8K 映像に超解像復元でアップコンバ

ートする。超解像復元にはウェーブレット超解像方式を用

い、送信側の解像度削減によって失われた超ナイキスト成

分を補完する。最適化の制御は、8K 入力映像を基準とし

て8K復元映像の客観評価量が最大となるように送信側で

実施し、その結果を受信側へサイド情報として伝送する。

これらの技術の正当性を検証するため主観評価実験を実

施した。 

この手法のリアルタイム動作を実現するため8K映像を

4 つの 4K 映像として並列処理することとし、4K から 2K

への解像度削減と 2K から 4K への超解像復元処理を行う

装置の仕様を作成した。仕様に基づき、送信側の装置 4

式と受信側の装置 1 式を試作し、この構成により開発技術

の性能検証が可能であることを確認した。 
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平成 27 年度は、平成 26 年度に開発した超解像予測処

理装置の超解像画質を最適な状態に制御するための最適

化制御装置を開発した。これを開発した超解像予測処理装

置に組み込み、最適化超解像予測処理装置として完成させ

た。また、最適化制御装置による最適化結果をサイド情報

として圧縮伝送するためのサイド情報符号化装置を開発

した。 

最適化超解像予測処理装置は、ウェーブレット変換にお

けるさまざまな基底関数や間引きの有無に対応すべく、標

本位置ごとのフィルタ係数切替に対応している。空間的な

切替パターン（フィルタ切替マップ）はビットマップ画像

として任意のパターンが設定可能なほか、特に使用頻度の

高い 2×2 画素繰り返し構造の定型パターンについては簡

易設定も可能とした。また、高ダイナミックレンジ（HDR）

技術の普及にともない解像度階層間におけるガンマ特性

の違いに対応できるよう輝度・色差に対するトーンマッピ

ングを追加した。 

最適化超解像予測処理装置は（高解像映像上）64 画素

×64 ラインの制御ブロック単位で 64 通りの予測処理の

中から最適な超解像モードを判定し、同期情報とともに予

測処理制御情報（1080/59.94p 映像信号にフォーマット

化）として出力する。サイド情報符号化装置は送信モード

と受信モードに切替え可能であり、1 対向を用いることで

予測処理制御情報の圧縮伝送を可能とする。送信モードで

は、最適化超解像予測処理装置が生成した予測処理制御情

報をキャプチャし、最適超解像モードなどのデータを抽出

してロスレス符号化を行い UDP（User Datagram 

Protocol）パケットとしてサイド情報を出力する。受信モ

ードでは、UDP パケットとしてサイド情報を受信して、

データを復元し、1080/59.94p の映像信号として予測処理

制御情報を出力する。 

8K 映像を処理するために 4 式の最適化超解像予測処理

装置を用いる。4 台の最適化超解像予測処理装置が生成し

た最適超解像モードなどのデータを、1 台のサイド情報符

号化装置でまとめてロスレス符号化し、UDP で送信する。 

開発した最適化超解像予測処理装置とサイド情報符号

化装置の接続性を検証するとともに、8K 映像符号化の実

時間処理が可能であることを確認するため、8K 符号化予

備実験を行った。その結果、最適化超解像予測処理装置と

サイド情報符号化装置により8K映像符号化が実時間処理

可能であることを確認した。また、受信側最適化超解像予

測処理装置の映像情報と最適超解像モードの同期機能が

動作することを確認した。 

また、総合接続試験に向け、HEVC 方式で符号化され

た 8K映像の符号化ストリームを 8K映像復号 LSIにより

リアルタイムで復号した 8K 映像信号を出力する機能と、

接続試験の評価に用いる復号エラーの出力機能を有する

映像復号評価装置及びその筐体である復号評価装置筐体

をあわせて整備し、その機能を確認した。映像復号評価装

置は、ARIB 標準規格 STD-B32 で 4320p として規定さ

れている HEVC 方式による 8K 映像符号化ストリームを

復号可能で、復号フレーム数や復号エラー数を得ることが

可能である。 

平成 28 年度は、平成 27 年度までに開発した最適化超

解像予測処理装置及びサイド情報符号化装置を用い、それ

らの接続性を確認するとともに、8K 映像符号化の実時間

処理が可能であることを示し、機能検証と性能評価を行っ

た。最適化超解像予測処理装置及びサイド情報符号化装置

を組み合わせて構築した超高画質圧縮伝送技術の検証シ

ステムの構成を図 22 に示す。 

最適化超解像予測処理装置については、4K 解像度への

超解像予測処理が可能な装置を 4 対向使用して並列に処

理することで8K解像度の実時間処理を可能とするシステ

ムを構築するとともに、システムの頑健性を向上するため

の改良を行った。このシステムについて、リアルタイム動

作、伝送系との接続性、受信側信号同期、装置間同期及び

送信側ループ遅延補償の各機能について検証を行い、正常

に動作することを確認した。これらの機能検証は、図 23

に示すように NHK 技研公開 2016 において一般に公開し

て行った。 

 

 
図 22 超高画質圧縮伝送技術検証システムの構成と 

各年度の開発部分 

 

 
図 23 超高画質圧縮伝送技術の機能検証の様子 

（NHK 技研公開 2016） 

 

これらの装置を用いて 8K 映像の符号化実験を行い、開

発した超高画質圧縮伝送技術を用いた符号化映像と、現行

のデジタル放送方式である MPEG-2 を用いて 4K 映像の

伝送帯域を想定して符号化した映像との比較を行った。ビ

ットレートは、提案法では伝送路符号化・変調方式に片偏

波での 1024QAM を想定した 6MHz 帯 1 チャンネルの伝

送容量として約 30Mbps に、MPEG-2 では 6MHz 帯 1 チ

ャンネルで伝送可能な 18Mbps の 4 倍である 72Mbps に

設定した。それぞれの映像を 8K 映像表示装置に表示し、

提案法が MPEG-2 に比べ高い主観画質を得られ、主観的

な評価に近い客観画質指標である MSSIM でも高い評価

となることを確認した。 

また、あらかじめ符号化した 8K 映像ストリームを映像

復号評価装置入力用ストリーム収録再生機から再生し、他

課題で開発した変復調装置などと映像復号評価装置の総

合接続試験を平成 28 年 11 月に行い、接続性を確認した。 

これらの結果により、本課題で開発した超高画質圧縮伝

送技術の有効性を示し、伝送路符号化・変調方式との組み

合わせにより、4K 映像の伝送帯域での 8K 映像の受信、

すなわち現行の衛星・地上デジタル放送の 4 倍超の符号化

効率を実現できることを確認した。 

 

２．４ 次世代多重化技術 

本節では、次世代多重化技術の開発について述べる。 

次世代多重化技術の開発では、超高精細度映像を効率良
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く伝送可能な多重化技術の確立と、確立した技術に基づく

多重化装置・多重分離装置の開発を到達目的とする。平成

26 年（2014 年）に MPEG で標準化された新たなトラン

スポート方式である MPEG Media Transport （MPEG-H 

MMT）と、平成 22 年（2010 年）に ITU-R で勧告化され

た放送伝送路での IP パケットの多重化方式である

Type-Length-Value（TLV）多重化方式の、2 つの国際標

準規格を用いた MMT・TLV 方式を提案する多重化方式と

し、機能検証および性能評価を行った。 

 

① 伝送効率の高い運用仕様の開発 

MMT を放送伝送路へ適用するための要件として、放送

における映像・音声信号のパケット化の方法や、放送のた

めの制御メッセージなどの運用仕様を検討した。その結果、

放送システムでは、NAL ユニットやアクセスユニットを

直接 MFU（Media Fragment Unit）化し、MMTP （MMT 

Protocol）ペイロードに格納することで低遅延化を図り、

MPU（Media Processing Unit）メタデータ、ムービーフ

ラグメントメタデータを伝送しないことで効率化が可能

となる、メディア符号のカプセル化形式の仕様作成を行っ

た。また、MPEG 標準規格の制御情報をベースに、放送

サービス実現のため必要な制御情報については、現行のデ

ジタル放送システムの規格をそのまま、あるいは一部修正

することにより、制御情報の仕様作成を行った。それらを

ARIB 標準規格として提案し、平成 26 年 7 月、デジタル

放送における MMT によるメディアトランスポート方式

として ARIB 標準規格 STD-B60（図 24）が策定された。

また、ITU-R SG6 に新勧告案として提案し、平成 27 年

（2015 年）6 月、MMT 技術を用いた放送システムに関す

る勧告 ITU-R BT.2074 が発行された 

 

 
図 24 寄与した標準規格 

 

② 多重化装置・多重分離装置の開発 

作成した仕様に基づく多重化装置（図 25）の開発と、

多重分離装置およびリアルタイムデコーダの開発を行っ

た。多重化装置では、最大 3 つのパッケージ、パッケージ

あたり最大 6 つのアセットに対応したメディア符号の

MMTP パケット多重機能、制御情報の多重機能、TLV パ

ケット化機能に加え、字幕・文字スーパーの多重機能、ア

プリケーションの多重機能を実装した。多重分離装置およ

びリアルタイムデコーダでは、指定チャンネルによるマル

チキャストパケット受信機能、MMTP パケットフィルタ

リング機能、制御情報解析表示機能、制御情報に基づくメ

ディア符号の再生機能に加え、HTML5 ブラウザサポート

による放送通信連携サービス機能を実装した。 

また、作成した仕様に基づく多重化装置・多重分離装置

およびリアルタイムデコーダの性能改善のための改修を

行った。多重化装置では、最新規格である ARIB STD-B60 

1.5 版に対応し、アプリケーション伝送関連、HDR 関連

などの記述子の追加改修に加え、ファイルやフォルダの更

新およびイベントメッセージなどの対応が可能な動的な

アプリケーションの多重機能を実装した。多重分離装置お

よびリアルタイムデコーダでは、8K/60/P 映像、22.2ch

音響のデーコード機能、アプリケーション受信機能が可能

なリアルタイムデコーダ機能の改修を行った。また、受信

装置における伝送品質务化を模擬する耐性試験が可能な

MMT 受信機耐性試験装置を開発した。 

さらに、「8K 受信装置の開発」として、1 チップで 8K

映像を復号可能なデコーダLSIを用いた既存の8K受信装

置に対し、最小限の追加により通信の受信機能を実装した。

この 8K 受信装置は、8K 衛星試験放送の受信と IP 配信さ

れた 8K コンテンツの受信の両方を可能とし、IP 配信の

信号形式を 8K 放送と同じ MMT とすることにより、受信

機内部の信号処理回路の共通化を図っている。また、IP

配信されたコンテンツの受信機能として、ユニキャストの

受信機能および AL-FEC（Application Layer Forward 

Error Correction）の復号機能を実装した。 

 

 
図 25 開発した多重化装置 

 

③ 機能検証・性能評価の実施 

効率の良い多重化技術の確立をめざし、放送システムと

して機能が満たされるか、期待した伝送効率の改善が得ら

れるかの検証及び評価を行った。 

MMT を放送伝送路へ適用するための要件として、放送

における映像・音声信号のパケット化の方法や、放送のた

めの制御メッセージなどの運用仕様を初年度に検討した。

その仕様を基に開発した多重化装置・多重分離装置を用い、

8K 衛星放送実験を行った。その結果、8K 映像・22.2ch

音響の正常な再生を確認すると共に、衛星伝送後のパケッ

トデータを解析し、パケット損失がないことを確認した。 

また、実験で得られたストリームデータの解析により、

TLVパケットのオーバーヘッドが IPv6パケットと比較し

て 2.9 ポイント効率的であることも確認した。さらに、映

像信号の NAL ユニットの分割状態を精査し、ヘッダ構造

のうち冗長性が高い符号データの付随情報を削除するこ

とや圧縮すること、またパケットを大型化することで、効

率改善の可能性があることを確認した。 

さらに、これまで開発した多重化装置、多重分離装置、

リアルタイムデコーダおよび 8K 受信装置を用い、提案す

る MMT・TLV 多重化方式が、放送システムとして機能が
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満たされるか、放送サービスの拡充および利便性の向上を

図り伝送路を問わず効率的な放送伝送が可能かどうか、機

能検証及び性能評価も行った。 

多重機能に関しては、映像・音声に加えて各種データを

多重・多重分離する機能について検証した。最新の規格に

準拠した MMT 対応多重化装置を用い、映像・音声に加え、

字幕・汎用データを多重した MMT/IP パケットを、リア

ルタイムデコーダに入力し、映像音声復号するとともに、

多重分離した各データをアプリケーションで利用した。そ

の結果、映像・音声の正常な再生を確認すると共に、アプ

リケーションから各データを利用したアプリケーション

の提示ができることを確認した。また、開発した MMT

対応多重化装置を用いて複数の映像・音声を多重し、放送

伝送路で伝送するメイン映像・音声に加え、商用インター

ネット回線でサブ映像・音声を配信し、開発した多重分離

装置およびリアルタイムデコーダを用いて受信した。その

結果、MMT の機能を用い、複数のコンテンツをずれなく

同期制御して表示するマルチビューサービスを実現し、放

送サービスの拡充および利便性の向上を図るとともに伝

送路を問わず効率的な放送伝送が可能なことを確認した。 

受信機能に関しては、放送受信に加えて IP 配信される

コンテンツの受信機能について検証した。図 26 に示すよ

うに、開発した 8K 受信装置を用いて、衛星試験放送受信

および衛星試験放送と同じ MMT で IP 配信されたコンテ

ンツの受信を行い、映像・音声復号などバックエンド部を

共通化した放送・通信共用受信機としての性能を評価した。

その結果、通常のチャンネル変更と同様の操作で、放送お

よび通信の正常な受信を確認した。 

 

 
図 26 放送・通信共用受信機の性能評価 

 

３．今後の研究成果の展開 
本研究開発は、伝送容量拡大技術と高圧縮・伝送効率向

上技術などの組合せにより十分な伝送容量を確保して、

4K・8K 放送の実現に向けた要素技術を検討することであ

り、衛星放送、地上放送、映像符号化、多重化の各分野で

2 章に示したような要素技術を確立できた。 

衛星放送に関しては、開発した放送衛星搭載用 SSPA や

適応等化技術を利用することにより、衛星中継器の非線形

特性に起因する伝送务化を低減することが可能となる。こ

れにより、衛星放送の多値化と信頼性向上が可能となり、

電波資源の有効活用に繋がる。また、Ku 帯 SSPA の活用

先として、SNG 地球局などへの応用にも繋がる。 

地上放送に関しては、「4K・8K ロードマップに関する

フォローアップ会合 第二次中間報告」において、地上放

送でもより効率的な伝送を実現すべく、速やかに総合的な

研究開発の取組を進めることが記載された。本研究開発は、

第二次中間報告を受けてなされたものであり、市場が大き

い次世代の地上放送に向けた研究開発の芽出しの役割を

果たしている。今後、平成 28 年度より開始している電波

資源拡大のための研究開発「地上テレビジョン放送の高度

化技術の研究開発」の要素技術として組み込むことにより、

次世代地上放送の伝送容量拡大に向けた中心的な技術と

して発展させていく。 

開発した符号化方式を利用することにより、衛星波・地

上波などの限られた周波数帯域においても、4K・8K のよ

うな超高精細映像を高品質なまま伝送可能となり電波資

源の有効活用に繋がる。また、提案方式は既存の 4K 受信

機との互換性があるため、装置の追加により 8K 高品質映

像を享受可能となる。今後、ポスト HEVC 符号化方式の

標準化に寄与するとともに、超高精細映像の放送や素材伝

送への応用を目指す。 

国内においては、超高精細度映像を受信する MMT 対応

受信機やセットトップボックスの開発に必要な MMT 解

析装置や MMT 記録・再生装置が複数のメーカーから販売

された。また、米国では、次世代地上放送の規格である

Advanced Television Systems Committee（ATSC） 3.0 

において MMT が採用され、対応端末の開発と普及が期待

されている。今後、本研究成果を応用し、次世代地上放送

においても伝送効率の高い多重化方式の実現を目指す。 

 

４．むすび 

平成 26 年度から 28 年度に実施した電波資源拡大のた

めの研究開発「超高精細度衛星・地上放送の周波数有効利

用技術の研究開発」において、衛星放送および地上放送で

4K・8K 放送を実現するための、伝送容量拡大技術の開発、

及び高圧縮・伝送効率向上技術の開発を実施し、衛星の干

渉/歪み補償技術、伝送容量拡大技術、周波数有効利用の

ための中継技術、映像圧縮技術、多重化技術などの要素技

術を確立した。 

伝送容量拡大技術の開発の内、衛星放送に関する干渉/

歪み補償技術の開発においては、衛星搭載を想定した高線

形性増幅器と、衛星中継器の逆特性を利用した適応等化技

術を開発した。また、16APSK の伝送性能を評価した結

果、従来の進行波管増幅器（TWTA）と比較して 1.1dB

の改善を確認した。 

伝送容量拡大技術の開発の内、地上放送に関する伝送容

量拡大技術の開発においては、超多値 OFDM 変調技術、

誤り訂正符号化技術、偏波 MIMO 技術と次世代 SFN 技

術を組み合わせて、実環境で地上波での 8K 伝送を検証す

る総合試験を実施し、地上波の SFN 環境下においても、

8K 伝送が可能な伝送パラメータがあることを確認した。 

高圧縮・伝送効率向上技術の開発の内、超高画質圧縮伝

送技術の開発においては、最適化超解像予測処理装置、サ

イド情報符号化装置および映像復号評価装置を開発、機能

検証、性能評価を実施し、4K 映像伝送帯域での 8K・4K

同時受信を可能にするリアルタイム符号化技術を確立し

た。 

高圧縮・伝送効率向上技術の開発の内、次世代多重化に

おいては、1 チップで 8K 映像を復号可能なデコーダ LSI

を用いた 8K 受信装置を開発し、8K 衛星試験放送の受信

と IP 配信された 8K コンテンツの受信の両方が可能であ

ることを確認した。 

本研究開発の成果は、都市部における地上波による大規模

伝送実験などの要素技術やシステム構築へ反映するとと

もに、4K・8K が伝送可能な地上放送の実現に向けて貢献

していく。また、次世代の衛星放送についても、電波資源

の有効利用に繋がるよう貢献していきたい。 
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第 10 回成果発表会（平成 29 年） 

付録 
知的財産および標準化などに対する取り組み 

（1）特許 

 映像符号化、復号方法、量子化テーブル補正、SFN 環

境下の D/U 算出法、伝送品質低下時に発生するパケット

ロスへの対処法など、計 13 件出願。 

（2）標準化 

・国際電気通信連合 (ITU-R） 

WP6A 会合において、本研究課題ア-2 で実施した野外

伝送実験結果に関する寄与文書を提出、ITU-R BT.2343-1

としてレポートに追記された。 

WP6B 会合において、日本から提案した運用仕様など

が含まれている新勧告が採択・承認された。 

・ISO/IEC（MPEG）会合 

MMT・TLV 方式を記載した ISO/IEC 23008-13 MMT

実装ガイドラインが、各国の承認を得て公開された。 

（3）外部発表 

査読付き誌上発表論文 2 件（内 英文 1 件）、誌上発表

数 19 件 （内 英文 1 件）、査読付き口頭発表論文 13

件（内 英文 12 件）、口頭発表数 38 件（内 英文 7 件） 

（4）受賞数 

第 25 回電波功績賞など、計 7 件受賞 

 

【査読付き誌上発表論文】 

[1]齋藤進ほか、“8K Terrestrial Transmission Field Tests 

Using Dual-Polarized MIMO and Higher-Order 

Modulation OFDMó、Vol.62, no.1, 2016 pp.306-315 

（平成 28 年 3 月 1 日）  

[2]朝倉慎悟ほか、“野外実験による符号化 SFN の MIMO

チャネル容量評価”、電子情報通信和文論文誌 B 2016

年 9 月号 pp.753-762（平成 28 年 9 月 1 日）  

【その他の誌上発表】 

[1]齋藤進ほか、“地上放送における 4K・8K の研究開発 ～

偏波 MIMO－超多値 OFDM 方式を用いた 8K 長距離伝

送実験～”、映像情報メディア学会誌 2015 年 1 月号 

vol.69, no.1, 2015, p.46-51（平成 26 年 12 月 25 日）  

[2]境田慎一ほか、“特別寄稿第 25 回電波功績賞を受賞し

て 超高精細度テレビジョン衛星放送方式の開発”、

ARIB 機関誌 NO.86 2014 pp.13-18（平成 26 年 8 月 1

日） 

[3]三須俊枝ほか、“超解像復元型映像符号化システム”、

NHK 技研 R&D1 月号 pp.30-39 （平成 28 年 1 月 15

日） 

【査読付き口頭発表論文】  

[1]青木秀一ほか、“DEVELOPMENT OF MMT-BASED 

BROADCASTING SYSTEM FOR HYBRID 

DELIVERY ”、ICME2015（平成 27 年 6 月 30 日） 

[2]三須俊枝ほか、“Real-time 8K/4K Video Coding 

System with Super-resolution Inter-layer Prediction”、

PCS2016（平成 28 年 12 月 5 日） 

[3]長坂正史ほか、“A Ku-Band 100 W Power Amplifier 

under CW Operation Utilizing 0.15 mm GaN HEMT 

Technology”、APMC2016（平成 28 年 12 月 6 日） 

【口頭発表】 

[1]斉藤知弘、“8K スーパーハイビジョンの伝送技術”、技

研公開 2015（平成 27 年 5 月 28 日） 

[2]蔀拓也ほか、“偏波 MIMO 伝送における符号化 SFN の

検討”、電子情報通信学会総合大会 2016 B-5-47 pp440 

（平成 28 年 3 月 15 日） 

 

[3]小島政明ほか、“APSK 伝送における衛星中継器特性を

利用した等化器の性能評価”、電子情報通信学会衛星通

信研究会 Vol.116 No.144 pp35-38（平成 28 年 7 月

21 日 

【誌上発表リスト】 

[1]齋藤進ほか、“8K スーパーハイビジョン地上波長距離

伝送実験”、月刊「放送技術」2014 年 5 月号 pp.181-185

（平成 26 年 4 月 28 日） 

[2]鈴木陽一ほか、“8K スーパーハイビジョンを支える機

器・技術 超高精細度テレビジョン衛星放送の伝送方式”、

放送技術 2015 年 7 月号 pp.164-168 （平成 27 年 7 月 1

日） 

[3]蔀拓也、“地上波による 8K スーパーハイビジョン放送

に向けた大容量伝送技術”、ケーブル新時代 2015 年 7

月号 pp.47（平成 27 年 6 月 25 日） 

【申請特許リスト】 

[1]鈴木陽一ほか、受信装置、日本、平成 26 年 9 月 4 日、

特願 2014-179688  

[2]三須俊枝ほか、映像復号装置、日本、平成 29 年 1 月

12 日、特願 2017-3249 

[3]大槻一博、受信機およびプログラム、日本、平成 26 年

10 月 29 日、特願 2014-220706  

【受賞リスト】 

[1]境田慎一ほか、電波功績賞総務大臣表彰、“超高精細度

テレビジョン衛星放送方式の開発”、平成 26 年 6 月 17

日 

[2]青木秀一、ICME 2015, “Best Practice on Multimedia 

Industry Runner-up”、平成 27 年 7 月 1 日 

[3]青木秀一、情報処理学会 情報規格調査会、“国際規格

開発賞”、平成 27 年 7 月 27 日 

【国際標準提案リスト】 

[1] ISO/IEC・第 109 回 MPEG 会合、m34232、ISO/IEC 

23008-1(MMT) コリジェンダ、平成26年7月7日提案、

平成 26 年 7 月 14 日採択 

[2]ITU-R WP6A 会合、Document 6A/459-E、Report 

ITU-R BT.2343-0 òCollection of field trials of UHDTV 

over DTT networksó、平成 26 年 11 月 11 日提案、平成

27 年 2 月採択 

[3]ITU-R WP 6B 会合、Document 6B/10-E、勧告 ITU-R 

BT.1852“デジタル放送の限定受信システム”の改訂草

案の提案、平成 28 年 1 月 25 日提案、平成 28 年 10 月

28 日採択 

【参加国際標準会議リスト】 

[1]ITU-R・SG4/SG6/WP4B/WP6A/WP6B、ジュネーブ（ス

イス）、平成 26 年 6 月など計 12 回参加 

[2]ISO/IEC JTC1/SC29/WG11・MPEG 会合、ジュネー

ブ（スイス）など、平成 26 年 7 月など計 9 回参加 

[3]ATSC・TG3 関連会合、ワシントン D.C、平成 26 年

10 月など計 3 回参加 

 


